
森林組合等の合併等に係る組織再編税制

１．対象法人

森林組合、森林組合連合会
但し、非出資組合同士の合併、分割を除く。

２．内容

法人の合併、分割等については、規模要件や特定役員要件などの一定の
要件を満たしている場合、「適格合併」、「適格分割」等とされ、 組織再編税制
の適用を受けることができます。

上記法人同士が実施する合併、分割型分割（※）においては、「適格合併」、
「適格分割」の要件が緩和されます。
※ 分割型分割は森林組合同士の吸収分割が該当します。

 移転する資産は、帳簿価額(簿価)により引継ぎしたものとして、譲渡益の計上を繰
り延べることができます。また、繰越欠損金を合併組合に引き継ぐことができます。

適格合併等の場合の課税

適格合併の要件

【通常の場合】

① 合併参加組合の行う事業が相互に
関連するものであること

② 合併参加組合それぞれの売上金額、
従業者数、出資金額等が、概ね５倍を
超えないこと
〔規模要件〕

又は
合併参加組合それぞれの特定役員

が合併後の特定役員となること
〔特定役員要件〕

③ 従業者の概ね８割以上が、合併後も
従事すること

④ 事業が継続されること

森林組合
の場合

お問い合わせ先
林野庁経営課組合事業班
(代表) 03-3502-8111（内線）6083
(ダイヤルイン) 03-6744-2288

【森林組合等】

① 合併参加組合の行う事業が相互に
関連するものであること

※ ②の規模要件、特定役員要件は適
用されません。

③ 従業者の概ね８割以上が、合併後も
従事すること

④ 事業が継続されること



組織再編税制を適用した場合 約５３８万円の効果

A森組

（参考）組織再編税制の効果
具体例①
森林組合が合併するときは、その資産を帳簿価格で引き継ぐことができ、譲渡
益が発生しませんので、課税を繰り延べることができます。

３千万円

簿価 １億円

合併して
C森組を設立

３千万円

簿価 １億５千万円

適用した場合 適用しない場合

簿価 ５千万円

移
転
の
と
き
の
時
価

移転時の時価が１億３千万円あり、
簿価より３千万円増加。

移転時の時価は簿価と同額

簿価 １億５千万円

合併により資産移転しても、帳簿価格により引
継ぎしたものとして、譲渡益は発生しない。

合併により資産移転した際に、時価評
価による増加分の譲渡益が発生。

〇移転資産に係る税額（譲渡益３千万円に対する課税）

８００万円 × 税率 １５％ ＝ １２０ 万円
２，２００万円 × 税率 １９％ ＝ ４１８ 万円

計 ５３８ 万円

〇移転資産に係る税額
課税対象となる譲渡益は発生しないため０円

譲
渡
益

具体例②
森林組合が合併する際に繰越欠損金がある場合は、合併組合に繰越欠損金を
引き継ぐことができます。

Ｄ森組
繰越欠損金
７００万円

E森組
繰越欠損金

０円

合併
Ｆ森組を設立

Ｆ森組
繰越欠損金
７００万円

合併組合の課税所得が８００万円の場合（法人税の例）

（適用した場合）
８００万円ー７００万円＝１００万円
１００万円 × 税率 １５％ ＝ １５万円 計 １５万円

（適用しない場合）
８００万円 × 税率 １５％ ＝ １２０万円 計１２０万円

１２０万円 ー １５万円 ＝ １０５万円
組織再編税制を適用した場合 法人税について１０５万円の効果

B森組
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